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3. 平成24年度海外企業調査報告
中国
3月調査メ ンバー
小椋康宏センター長
幸田浩文 プロジェクト ・サブリーダー(管理者教育研究グループ)
中村久人 センター研究員
小罵正稔センター研究員
石井晴夫センター研究員
森川信男 センター客員研究員
<東風日産視察報告>
平成 24年 3月 14日に、中国・広東省の東風日産を訪問した。広東省は、
早くから日系企業の投資ブームが起こり、生産の現地化、自動車部品など
の関連産業の集積が進んでいる。東風日産では、宮内製造部長、和気佐製
造課長、矢野下顧問、中西マーケティング担当課長(広報)からヒアリング
をさせていただき、意見交換を行った。同社からは、東風日産の設立から
現在までの経緯などに関して時系列的に説明を受けた。とりわけ中国の乗
用自動車市場では、中型車から大型車が販売の中心となっており、マイカ
ーとしてはステータスの意味も含めて大型車に人気があるということで
あった。
意見交換後に、花都第 l工場の製造現場を見学させていただいた。工場
内は、すべての職場で規律正しく作業工程が組まれており、工場内で働く
社員の方々も生きいきとしていた。わが国において、多くの自動車工場で
はすでに自動化されている部分が多く、人による製造工程を見る機会は少
ないが、中国では自動化コストと人的コストとの比較から、現状では人が
関わる生産現場も多く残されているように感じられた。工場内で働く社員
の平均年齢は総じて若く、社員も活気に溢れていた。
(文責:石井晴夫)
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<広州ジャスコ視察報告>
平成24年 3月 13日、広州ジャスコに、奥野善徳副総裁、江畑貴正管理
本部幹事を訪ねた。ジャスコは、イオンが 25年前に香港に進出してから、
改革開放の流れにのって庖舗網を拡大してきた。2001年に広州天河城と
中華広場に進出してのち、 2009年に広州東駅、南方医院、南海庖を開設
して 5庖舗体制になった。同庖舗は広州東駅内にあり、ユニクロ、ケンタ
ッキーフライドチキン、スターパックスなど日本でお馴染みの庖舗が隣接
している。インタビュー前にそれらを見て回ったが、どの居舗もにぎ、わっ
ており、とくにジャスコ庖舗は日本の居内ではなし、かと見間違うくらいレ
イアウトが似ており、活況を呈していた。
従業員は、庖長まで全員が中国人、他にサプライヤーの派遣唐員がおり、
数名の日本人で、全体管理を行っている。庖舗運営形態は、代理商・コミッ
ションエージェントを多用し、わが国の百貨庖方式が取られている。その
ため、ジャスコ庖全体としての教育訓練はなかなか取りにくいのが現状で
ある。
なお、これまで、総合スーパー(ジャスコ)の事業に特化してきたが、今
後は中国市場の拡大を捉え、現在の中心地から郊外に立地を移し、スーパ
ーマーケットを展開していく予定とのことである。
(文責:幸田浩文)
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オーストラリア
8月調査メンバー
小椋康宏センター長
河野大機 プロジェクト・サブリーダー(経営力重Ij成研究グ、ループ)
幸田浩文 プロジェクト・サブリーダー(管理者教育研究グ、ループ)
石井晴夫センター研究員
小鳥正稔センター研究員
董品輝センター研究員
ジェトロ ・シド、ニ一事務所
JETRO SYDNEY 
Level19， 39 Martin Place， Sydney NSW 2000， AUSTRALIA 
TEL: 61・2・9002-6200 FAX: 61-2-9232-0652 JETRO 
1.日時: 2012年8月28日(火)11: 00~12 : 40 
2.面会者: 所長土屋隆調査部長込山誠一郎(経産省)
リサーチオフィサー ラーイ ッチ ・ピータ一、
3. ヒアリング内容
(1)オーストラリアの概要
( 1 )政治環境:北部準州 (NT)議会選挙が 8月25日実施された。テ
リー・ミルズ党首が率いる地方自由党 (CLP)が過半数を超える 16議席
を獲得し、11年ぶりに政権の座を奪回した。連邦政権与党の労働党(ALP)
は州選挙で4連敗を喫し、今後は一層厳しい政権運営を迫られることにな
った。マニフェストと異なる税制を導入したことなどから国民の離反は明
確でALPの退潮は決定的。
( 2 )概況:人口は約 2250万人と少なく、人口増加率も1.4%に留まる。
オーストラリア統計局 (ABS)によると、高齢化が緩やかに進む一方で、
海外出身の居住者(移民)が人口全体の 30%を超えた。世帯の所得は 5
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年前と比べて 19.5%増加したが、住宅関連の支払いは所得を大幅に上回る
伸びとなっている。この人口の少なさが、製造業を含む労働集約的である
産業の成長が困難な状況を作っている。それゆえ移民は増えているが、移
民に関しては、ワーカーは不要とし、う姿勢を明確に示している。在留邦人
は7万5千人。
( 3 )経済概況:圏内経済は成長トレンドにあり、インフレ目標 (2~3%)
に沿っている。オーストラリア準備銀行 (RBA)は、 8月 7日の定例理事
会で政策金利を 3.50%に据え置くことを決め、 2012年の経済成長予測を
上方修正した。
また貿易の状況は、日本人になじみのあるオージービーフなど食料品が
中心に見られるが、食料品の比率は 10%程度に留まり、中心はマイニング
(鉱物・燃料)となっている。マイニングの比率は 65%を占める。直近の
状況では、輸出の状況は、主要品目の鉄鉱石と石炭が減少し、前月比 0.4%
減となった。輸入も1.6%減少したことにより、財とサービスを合わせた
貿易収支(季節調整値)は 900万オーストラリア・ドル(豪ド、ル、 1豪ド
ノレ=約 82円)の黒字になった。 2012年上半期の財とサービスを合わせた
貿易収支は、 29億 9.500万豪ド、ルの赤字となった。
輸出先の最大は中国で 28%を占める。それゆえ中国の景気動向に大きく
影響を受ける。日本は 20%弱に留まる。
[2)日系企業の環境
日本との貿易(通関ベース)(100万ド、ル)で、は2010年は輸出が 16，749、
輸入が 40，120であり、 23，371.0の赤字となっている。
日本からの主要の輸出品目は、輸送用機器 (51.9%)、機械類 (15.5%)、
電子機器 (7.3%)であり、輸入は、鉱物燃料 (38.1%)、鉱石 (23.6%)、
肉類 (4.6%)である。このようにマイニングが 60%を超えている。企業
数は日本商工会議所会員企業数でみるとシド、ニー(151社)、メルボルン(85
社)、ゴールドコースト (19社)、ブリスベン (34社)の合計289社あり、
主な進出企業はトヨタ自動車、双日、 JTB、キリン、キャノン、大日本印
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刷、富士通である。
ものづくりの意識は薄く、ものづくりの観点から日本的経営のオースト
ラリア移転を考えるならば、その意識はないのではないか。
2011年の対内直接投資額(国際収支ベース，ネット，フロー)は，前
年比 62.3%増の 606億 7.000万豪ド、ルと大幅に増加した。主要投資固と
しては米国と英国であり、英国が 100億豪ド、ルを超える大型買収案件が成
立したことなどから米国を抜いて 1位となった。
日本は 90.3%増の 117億 9，100万豪ドルで、あった。業種別にみると，
不動産に関して， 2009年4月の外資規制の改正により，外国人非居住者
と短期滞在者による不動産取得は外国投資審査委員会 (FIRB)への通知
などの必要がなくなった。しかし， 2010年 4月には外資規制が再度改正
されてFIRBの認可が必要となり，住宅用不動産は認可日から 24カ月以
内に土地開発を開始することが義務化されるなど規制が強化されている。
このように規制が強化されたものの，FIRBの報告によれば， 2010/11年
度 (7"'6月)の認可状況は，前年度と比べて認可件数が 2.5倍，金額は
2.1倍と急増した。
主な投資としては国際石油開発帝石が西オーストラリア沖合の油田開
発計画の最終投資決定を行ったこと、アサヒグ、ルーフ。ホールデ、イングスが，
オーストラリアの子会社を通じてオーストラリアの飲料販売数量第 3位
のピー・アンド・エヌ・ビ、パレッジズ・オーストラリア (P&N)の発行済
み全株式を取得する株式売買契約を締結してミネラルウォーターおよび
果汁飲料事業を取得したこと。他にはニプロ(精密機器)、ポーラ(化粧
品)などがある。またサービス業では、丸紅がドイツ銀行傘下のRREEFイ
ンフラストラクチャーと共に，豪大手総合エネルギー企業 APAグルー プ。
の完全子会社であるガス配送事業会社の APTオールガスエナジーの株式
を各々40%取得。クイーンズランド州のカマス配送事業に参画した。日本企
業がオーストラリアのガス配送事業に参画するのは初めてである。
また外国法人の駐在員に対する状況としては、外国法人の駐在員の遠隔
地勤務手当への課税が盛り込まれた。外国法人などに対する政府の対応は
一貫して厳しく、取れるところから取ろうという姿勢が出ている。投資が
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順調なことから強気な姿勢が見られる。
[3Jその他
100円ショップのダイソーが2.8ドルショップとして進出していた。日
本企業は品質の良いというイメージが強く、現在はアポット、メルボルン
の4庖に加えシドニーにも進出準備中。fKAWAlI2.8ドルショップJは 100
均のバラエティショップであるが、2.8倍の価格設定は物価の感覚と一致
していると感じた。タγソーの製品に日本製品はどれだけあるのか疑問で
はあるが、 kawaiiからみて文化的移転のーっと感じた。
4.まとめ
オーストラリアへの日本的経営の移転は、オース卜ラリアの製造業のお
かれている環境から考えると、移転そのものを検討する素地はない。両国
の貿易の中心はマイニングと農産物 ・食肉であるが、サービス業、 投資を
中心とした活動も活発になりつつある。今後は FTAなどあらたな自由貿
易協定などに注視が必要である。
(文責小鳥正稔)
訪 問先 SunMasamune Pty. Ltd 
所在地: 29-32， Cassola Place， Penrith，NSW 2750、Australia
電話番号 :001-010・61-2-4732・2833
1. ヒアリング内容
2012年8月 30日(木)の午前中に、オーストラリア ・ニュー・サウス
ウエールズ (NewSouth Wales)州のリ 一ト ン (Leeton)にあるサン ・マ
サムネ (SunMasamune Pty. Ltd)を訪問した。同社のアラン・ ノー ブソレ
(Allan Noble)代表取締役社長 (ManagingDirector)より 、同社の設立
の経緯をはじめとして、オーストラリア(以降、 豪州)での稲作・醸造 ・
流通などについて説明があり、その後インタビュー調査を実施した。
サン・マサムネは、 1988年に小さな醸造プラントとして豪州にて酒造
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りの実験を開始し、 1996年には兵庫県伊丹市にある小西酒造の 100%出資
の子会社として、シド、ニー (Sydney)近郊のベンリッシュ (Penrith)の
工場で醸造ならびに営業を開始した。現在、社長の他には、サブ、マネジャ
ーとセールス担当各 1名、そしてパートタイマーを含む醸造担当の従業員
10名で、わが国で“白雪"ブランドで有名な小西酒造の酒造りの伝統的生
産技術と専門知識を活かし、この豪州の地で高品質な吟醸酒造りに取り組
んでいる。
ノーブル社長は、日豪のハーフで広島大学を卒業後、豪州にて長年公務
員として国際関係に従事してきたという経歴をもっ。同氏によれば、豪州
は製造業にはとても厳しい環境にあるとしづ。最低賃金が 1日約 15豪州
ドルと日本の倍近くで、年収も高いが物価も高い。これまで産出される鉄
鉱石と石炭が、豪州、|の経済を牽引し高い経済成長を遂げてきたが、ここへ
きて陰りが見えてきた。豪州では、労働コストが非常に高く、賃上げが頻
繁に起こり、電力料金も毎年上がり、それを価格に転嫁することもままな
らず、実際、同地に進出していた NECや三洋電機などの日本企業も撤退
してしまったほどである。
したがって、同氏によれば、高くなる一方の労働・製造コストのことを
考えると、悲観的になり酒造りすること自体が立ち行かなくなってしまう
ので、前向きに良い商品を作ることに没頭することにしているという。小
西酒造のトップと頻繁にコミュニケーションを取ることで、徹底して日本
の声と現地の声を現場に入れることに腐心している。現在、 100万リット
ルを醸造し、 80%を輸出し、 20%を豪州国内に出荷している。
豪州ではアルコールのコマーシャルはできないため、販路の拡大はなか
なか難しい。酒 (Sake)に対する認知度はビールやワインに比べるとまだ
まだ低いのが現状である。ただ酒には9種の必須アミノ酸が含まれている
ことから料理酒として、また副産物としての酒粕の効用(薬効)が高まり、
石鹸やクリームの原料として注目されるようになってきた。
「オーストラリアの純米酒」としては、フルーティな香りで辛口(ドラ
イ)のすし・刺身・鉄板焼きに向いた Go・Shu(豪酒)、甘口でイタリア料
理やピザに向いた Go・ShuNama、飲み口がさわやかで海鮮料理に向いた
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Go・ShuBlueとし、ったアルコール 15%の酒以外にも、Go・ShuJuku (熟)、
Go・ShuDaiginjyo (大吟醸)など、 アルコール度数や適温に応じて各種取
り揃えている。
日本的経営手法 ・制度などが豪州、|の中小製造企業にどのように活かされ
ているかを探ろうとしたが、すべてに豪州、|スタイルが目に付いた。唯一、
日本の血が流れる社長のものづくりに対する真撃な姿勢に、 日本的なもの
を垣間見ることができたことは幸いであった。
(文責一幸田浩文)
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